
 
 

令和４年度答申第８号  

     令和５年 ３月３０日  

 

 

 松戸市長 本郷谷 健次  様  

 

 

松戸市個人情報保護審議会   

会 長  井 川 信 子  印   

 

 

個人情報の一部開示決定に対する審査請求に係る諮問について（答申） 

     

令和３年１月１９日付け松市民第１１９５号をもって諮問のあった個人情報

一部開示決定に対する審査請求（以下「本件審査請求」という。）について、

別紙のとおり答申する。 
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答  申 

 

１ 審議会の結論   

松戸市長が、個人情報一部開示決定（以下「本件処分」という。）により、

非開示とした情報のうち、利用目的の欄及び利用目的の内容の欄の部分の情

報は開示すべきであるが、その余の部分を非開示とした決定は、妥当であ

る。 

 

２ 本件審査請求までの経過 

（１）審査請求人は、松戸市個人情報の保護に関する条例（昭和６３年松戸市

条例第１０号。以下「条例」という。）第１０条第１項の規定により、松

戸市長（以下「処分庁」という。）に対して、令和２年１０月６日付け個

人情報開示請求書により、「住民票の写し等の交付申請書（平成〇年〇月

〇日から令和〇年〇月〇日まで）」について、本件個人情報の開示請求

（以下「本件開示請求」という。）をした。 

（２）処分庁は、本件開示請求に対して、「住民票の写し等職務上請求書（住

民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第１２条の３第２項等による申

出）令和〇年〇月〇日」（以下「本件文書」という。）を特定し、令和２年

１０月９日付け個人情報一部開示決定通知書により、本件処分をした。 

（３）審査請求人は、本件処分を不服として、行政不服審査法（平成２６年法

律６８号）第２条の規定により、松戸市長（審査庁）に対して、令和２年

１２月１６日付け審査請求書により、本件審査請求をした。 

 

３ 審査請求の趣旨及び理由  

（１）趣旨  

審査請求に係る処分のうち、非開示とした部分（利用目的、利用目的の

内容、請求者の欄）を取り消し、開示することの決定を求める。 

（２）理由 

 審査請求に係る処分は、次のとおり不当である。 

請求者による弁護士は、依頼人の虚偽の依頼内容を基に、住民基本台帳

法第１２条の３第２項等による申出を行っている。 
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虚偽と言える理由は、ネットの掲示板に投稿した私に対する記事内容

が、誤認や想像ばかりで作られているからである。 

弁護士は、虚偽の依頼内容を基に、職権を利用して、私の住民票の開示

を請求し、依頼者は私の個人情報である世帯主、本籍を不当に取得してい

る。 

上記の疑念があるため、今回開示請求したが、肝心な利用目的、利用目

的の内容、請求者が非開示のため疑念が残ったままである。 

不当な開示請求であれば、請求者の弁護士に対する法的処置も検討する

ため、非開示部分を取り消し、開示するとの決定を求める。 

 

４ 処分庁の説明要旨 

（１）弁明の趣旨について  

本件請求を棄却することを求める。 

（２）本件処分の理由について  

ア 本件審査請求人の本件開示請求により、該当期間の記録を確認し、審

査請求人の住民票の写しと、交付申請書一件の保存を特定した。 

イ 本件処分の住民票の写しと、交付申請書を確認したところ、利用目

的、利用目的の内容、請求者の各欄について、利用目的欄、利用目的の

内容欄は、本人以外の個人情報の特定の端緒となる情報が記載され、請

求者欄には本人以外の情報が記載されていた。 

本人以外の第三者の情報を本人に開示することは、当該第三者の権利

利益が損なわれるおそれがあるため、第三者に関する情報は、非開示情

報として、条例第１０条第１項に該当する。 

ウ 本件開示請求は、あくまで自己の個人情報の開示請求であり、審査請

求人が本件処分内の請求者欄の人物に対し、法的処置を検討しようとし

ているとしても、条例第１０条第１項により、本人以外の第三者の情報

は、非開示の個人情報となる。 

（３）審査請求の理由について  

住民基本台帳法第１２条の３第１項には「自己の権利を行使し、又は自

己の義務を履行するために住民票の記載事項を確認する必要がある者から

申出があるときは、当該申出を相当と認めるときは、当該申出をする者に
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当該住民票の写し又は住民票記載事項証明書を交付することができる。」と

規定されている。 

そして、同条第２項においては、「特定事務受任者から、受任している事

件又は事務の依頼者が同項各号に掲げる者に該当することを理由として、

同項に規定する住民票の写し又は住民票記載事項証明書が必要である旨の

申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該特定事務受任者

に当該住民票の写し又は住民票記載事項証明書を交付することができる。」

と規定され、同条第３項においては、「特定事務受任者」とは、「弁護士

（弁護士法人を含む。）等々をいう。」とされている。 

したがって、仮に、弁護士から、住民票の写しの申出があったとして

も、住民基本台帳法第１２条の３の規定により、住民票の写しの交付をす

ることは可能である。 

（４）結論 

 以上のとおりであるから、本件処分には何ら違法又は不当な点はなく、 

取消しの必要はない。 

 

５ 審議会の判断  

本件処分に対する審議会の判断は、次のとおりである。 

（１）条例の目的について 

条例は、本市の個人情報の保護に関する基本的事項を定め、もって市の

機関の保有する個人情報の適正な管理を図り、市民の基本的人権を擁護す

ることを目的とする（第１条）。 

そして、条例は、同条の個人情報の保護に関する基本的事項として、個

人情報の取扱いの適正を期する観点から、個人情報の適正管理、収集の規

制、利用及び提供の規制等の手続を定め（第５条、第６条、第７条等）、ま

た、個人情報の取扱いは、本人の知り得る状態に置くことが適切であると

いう観点から、個人情報の開示、訂正、利用停止等を請求する権利をそれ

ぞれ定めている（第１０条、第１１条、第１１条の２等）。 

（２）開示請求の対象となる公文書について  

公文書とは、「市の機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、

写真、フィルム若しくは電磁的記録であって、当該市の機関の職員が組織的
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に用いるものとして、当該市の機関が保有しているもの」（条例第２条第７

号）をいう。 

本件文書は、住民票の写し等職務上請求書（住民基本台帳法第１２条の３

第２項等による申出）であり、住民基本台帳に関すること及び住民票に関す

ることは、市民課の事務分掌であるため（松戸市事務分掌規則（平成２５年

松戸市規則第１１号）第８条第２項）、組織共用文書に該当し、当該公文書

に記録されている個人情報は、開示請求の対象となる。 

（３）個人情報の記録の開示請求について 

条例第１０条第１項は、「何人も、市の機関に対し、公文書に記録されて

いる個人情報の記録（当該個人のものに限る。）のうち法令の規定により非

公開とされているものを除き、その開示を請求することができる。」と規定

し、公文書に記録されている個人情報の記録のうち、当該個人に関するもの

に限って、当該個人に開示請求権を認める。 

これは、自己情報のコントロールのため、市の機関が保有する自己の情報

について、開示請求者が確認し、必要があれば個人情報の訂正、利用停止等

を求めることができるようにするためである。 

同項は、括弧書において、当該個人のものに限って個人情報の記録の開示

を請求できる旨を規定しているため、開示請求の対象となった公文書中に、

第三者の個人情報の記録が含まれる場合には、当該第三者の個人情報の記録

は、開示請求できない。 

ここで個人情報とは、「個人に関する情報であって、当該情報に含まれる

氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画、写真、フィルム若しくは電磁

的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に

記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表され

た一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。）により特定の個人を識別す

ることができるもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個

人を識別することができることとなるものを含む。）」をいう（条例第２条第

１号ア）。 

以上を踏まえ、本件文書のうち非開示とされた利用目的、利用目的の内容 

及び請求者の欄について、審議会において、インカメラ手続によりそれぞれ
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確認したところ、これらの情報のうち、請求者の欄の情報は、審査請求人本

人にとっては第三者の個人情報であることが確認された。 

しかし、利用目的及び利用目的の内容の欄の情報は、特定の個人を識別で

きるようなものではなく、第三者の個人情報には該当しないことが確認でき

た。 

（４）個人情報の非開示事由について 

利用目的及び利用目的の内容に関する情報は、本人自らの個人情報の利用

に関する情報として、当該個人にとっては、その具体的な利用の目的、内容、

時期等について、できる限り知りたい情報である。条例においても、第１０

条第１項の規定により、本人の権利利益を保護する手続を保障している。 

したがって、市の機関としては、「法令の規定により非公開とされている

もの」（条例第１０条第１項）に該当せず、また、条例が定める非開示事由

（条例第１０条第３項）に該当しない限り、開示すべきである。 

上記のうち、条例第１０条第１項の法令の規定による非公開については、

住民基本台帳法第３５条は、住民基本台帳に関する調査に関する事務に従事

している者等の守秘義務を規定し、また、弁護士法（昭和２４年法律第２０

５号）第２３条は、秘密保持の権利及び義務として、弁護士等の守秘義務を

規定するが、いずれも漏えい等が対象であり、市の機関が条例に基いて行う

個人情報の開示等を対象とするものではないため、該当しない。 

また、同条第３項第１号の「個人の評価、相談等に関し本人に知らせない

ことが正当と認められるもの」については、本件ではそのような事情は、認

められない。 

同項第２号の「市の機関の公正又は適正な行政執行の妨げになるおそれの

あるもの」については、本件ではそのような事情は、認められない。 

同項第３号の「公益上必要があると市長が審議会の意見を聴いて認めたも

の」については、本件について非開示とすべき公益上の必要性や緊急性等は、

本件では特に認められない。 

以上のことからすると、本件文書のうち、本件処分により、非開示とされ

た部分について、「請求者」の欄は非開示とすることが相当であるが、「利用

目的」及び「利用目的の内容」の欄は、いずれも開示すべきである。 
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６ 結論 

以上により、審議会は、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

当審議会の処理経過は、別紙のとおりである。  
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審議会の処理経過 

 

年  月  日 内  容 

令和 ３年 １月１９日 諮問書の受理 

令和 ４年１０月１３日  第１回審議会（諮問の報告・審議）  

令和 ４年１１月１７日  第２回審議会（審議・理由説明）  

令和 ５年 １月１２日 第３回審議会（審議） 

令和 ５年 ２月１６日  第４回審議会（審議） 

令和 ５年 ３月３０日  第５回審議会（審議） 

  

 

  


